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外部監査での指摘事項の措置通知書 

総務部 文書法制課・産業経済部 市場管理課 

指 摘 事 項 措 置 状 況 

（指摘５）問題のある市場関係者を長期間

処分できなかったことについて 

 

 前述の「(3) 問題のある市場関係者を処

分するルールについて」に記載のとおり、

問題のある市場関係者を処分するルール

として、水産市場条例第 22 条に基づく許

可の取り消しがあるが、許可取り消しとい

う行政処分を実施するにあたり、必要な手

続きを定めた適切なルールが存在してい

なかったため、この手続きのルールを定め

た要綱の策定に時間を要したために、追加

の未収金の発生を1 年以上もの間止めるこ

とができなかった。 

 現市場管理課の上席者及び担当者にな

ってからは決算期をまたぐような長期に

わたる債権未回収と最終的に徴収不能と

なりうる案件は発生したことはないとの

ことであるが、徴収期限を過ぎても納付さ

れず未収となるケースはそれまでにも

度々あったようであり、リスク管理を考え

ればもっと早くに対策を練って長期未回

収となることを想定したルール作りをす

べきであったと考えられる。 

 したがって、本件について問題のある市

場関係者に対して条例に基づく適切な処

分を適時に実行できなかったのは行政処

分に係る手続きの未整備が原因であった

と考えられることから、水産市場条例以外

の松山市の条例に基づく罰則規定等が行

政手続きの未整備または整備不良によっ

て実効性のないものとなっていないか、本

件を対岸の火事とは考えずに他の部課に

おいても改めて確かめていただきたい。 
 

【文書法制課】 

(1) 各課等が不利益処分をする際の処分基

準について，令和元年１１月１５日を期

限として実施した全庁調査の結果を基

に，処分基準を未設定としているものの

妥当性，設定している処分基準の有効性

を分析中であったところ，全国的な押印

の見直しの流れを受け，令和３年１月２

２日を期限として行政手続の見直しに

係る全庁調査を実施したため，当該調査

結果を踏まえ，改めて令和４年２月２５

日を期限として処分基準に係る全庁調

査を実施した。 

  その結果リスト化した松山市の不利

益処分全５５９処分の処分基準の設定

の有無及び処分基準の根拠法令を確認

し，その妥当性や有効性を分析したとこ

ろ，処分基準は全て適正なものであっ

た。 

(2) 本市の条例の罰則規定は，各所管部署

での適正な運用によって実効性のある

ものになっていると考えているが，従来

から採用年度別研修で不利益処分をす

る際のルールを職員に研修しており，さ

らに，令和元年度以降は職階別研修や各

部局の新任者研修等で，職員への研修を

強化している。 

 

【市場管理課】 

令和２年６月に改正市場法が施行され、

市場開設者（松山市長）が許可権者として

卸売業者への立入検査をはじめ、指導監督

をすることとなった。 

また、卸売業者以外の取引参加者等につ

いても、条例等で規定する事項を遵守させ

るために必要な指導・監督体制を確保する

こととされた。 

上記の改正を受け、改正後の監督処分等

の不利益処分について、松山市行政手続条

例に基づく手続、処分基準を再確認すると

ともに、令和４年３月に「松山市中央卸売
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市場卸売業者等に係る行政指導等に関す

る要綱」、「松山市公設花き地方卸売市場卸

売業者等に係る行政指導等に関する要綱」

及び「松山市公設水産市場卸売市場卸売業

者等に係る行政指導等に関する要綱」を策

定し、市場の関係条例・規則に規定されて

いる行政指導、改善措置、命令及び監督処

分をより実効性のあるものとした。 

 

 


